
   能代市ＤＸ推進計画の策定方針について

〇

国の取組
２年１２月 「自治体ＤＸ推進計画」の策定（計画期間：３～７年度）  能代市ＤＸ推進計画 ※官民データ活用推進基本法第9条第3項に基づく市町村官民データ活用推進計画を兼ねる。

 → 自治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具体化
３年 ７月 「自治体ＤＸ推進手順書」の策定

 → 自治体ＤＸ推進計画を踏まえて、着実にＤＸに取り組めるよう作成
４年 ５月 「自治体ＤＸ推進計画」の改定

 → 自治体ＤＸ推進計画の改定に向けた議論を開始
秋田県の取組

４年 ３月 「秋田県ＤＸ推進計画」の策定（計画期間：４～７年度）
 → 秋田県のデジタル化、ＤＸの施策の方向性を示すために作成

関連計画の策定状況
４年度 第２次能代市総合計画後期基本計画を策定中（計画期間：５～９年度）

第３次能代市行財政改革大綱を策定中（計画期間：５～９年度）
第４次定員適正化計画を策定中（計画期間：５～９年度）

・5年間の人口増減率【▲8.6％】R2国勢調査 ※全国 ▲0.7％、秋田県▲6.2％
・高齢化率【42.5％】R3.7.1現在 ※全国 29.1％、秋田県 38.5％
・過去1年間(2019年)のインターネット利用率【秋田県：70.7％】※全国83.4％
・スマートフォン保有率【秋田県77.1％】※全国83.4％

・光ファイバー通信の世帯カバー率【98.73％】R3.3.31現在 ※全国99.3％、秋田県98.22％
・携帯電話等の不感地域数【3地域】R4.3.31現在
・Ｗｉ-Ｆｉ設置公共施設数【12施設】R4.6.1現在 ※県内市平均 23施設

・マイナンバーカード交付率【36.2％】R4.6.1現在 ※全国 44.7％、秋田県 41.7％
・電子申請の取扱事務数【17事務】R4.6.1現在 ※県内市平均 23事務
・オープンデータの公表数【12項目】R4.6.1現在 ※県内平均 65項目
・情報システムの標準化・共通化対応業務数【0業務】R4.6.1現在

・ＡＩ・ＲＰＡの導入事務数【1事務】R4.6.1現在

別紙

新型コロナウイルス対応において、地域・組織間で横断的にデータが活用できないなど様々な課題が明らかとな

りました。こうしたデジタル化の遅れに対応するとともに、「新たな日常」の原動力として、制度や組織の在り

方等をデジタル化に合わせて変革していく、社会全体のデジタル・トランスフォーメーション（DX）が求められ

ています。

第２次能代市総合計画
“こころ” “からだ” “もの” の
３つの豊かさを実感できる

ふるさと能代

 変化の激しいデジタル社会の進展等に対応するため、また、国や県の自治体ＤＸ推進計画に合わせ

て、令和５年度～令和７年度（３年間）とする。

※印は、国が自治体ＤＸ推進計画で重点取組事項等としている。

※(1)地域社会のデジタル化
※(2)デジタルデバイド対策

(3)公共施設のＷｉ-Ｆｉ整備を推進
(4)サテライトオフィス設置環境の整備
(5)GIGAスクールの推進

※(1)マイナンバーカードの普及促進
※(2)行政手続きのオンライン化
※(3)オープンデータの推進
※(4)ＢＰＲの取組みの徹底

(書面･押印･対面の見直し)
(5)キャッシュレス決済の推進

国や県の動向

能代市の現状と課題

計画の位置付け

推進計画の期間

施策の柱・取組

市民サービスのＤＸ

地域のＤＸ

行政のＤＸ ※(1)情報システムの標準化、共通化

※(2)ＡＩ・ＲＰＡの利用推進

※(3)テレワークの推進

※(4)セキュリティ対策の徹底

総合計画の
推進を支援
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